
資料２ー１
学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議

（第5回）
2024年3月22日（金）10:00-12:00

学校施設整備に係る現状の取組等
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令和6年度文部科学省予算案
（学校施設整備関係）について
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公⽴学校施設の整備
新しい時代の学びを⽀える安全・安⼼な教育環境の実現〜Schools for the Future〜

学校施設の⻑寿命化を図る⽼朽化対策
 バリアフリー化、特別⽀援学校の整備
他施設との複合化・共⽤化・集約化

❶新時代の学びに対応した教育環境向上
と⽼朽化対策の⼀体的整備の推進

⾮構造部材の耐震対策等
避難所としての防災機能強化
空調設置、洋式化を含めたトイレ改修等

※体育館への空調新設は補助率１/２、令和７年度まで

❷防災・減災、国⼟強靱化の推進

学校施設のZEB化
（⾼断熱化、LED照明、⾼効率空調、太陽光発電等）

⽊材利⽤の促進（⽊造、内装⽊質化）

❸脱炭素化の推進

背
景
学校施設の⽼朽化がピークを迎える中、⼦供たちの多様なニーズに応じた教育環境の向上と⽼朽化対策の⼀体的整備が必要。
中⻑期的な将来推計を踏まえ、⾸⻑部局との横断的な協働を図りながら、トータルコストの縮減に向けて計画的・効率的な施設整備を推進。
 2050年のカーボンニュートラル達成に向けて、脱炭素社会の実現に貢献する持続可能な教育環境の整備を推進。

⽼朽化対策と⼀体で多様な学習活動に対応できる多⽬的な空間を整備 他施設との複合化により学習環境を
多機能化しつつ、効率的に整備

柱や内装に⽊材を活⽤し、温かみの
ある学習環境や脱炭素化を実現

激甚化・頻発化する災害への対応

台⾵で屋根が消失した体育館 バリアフリートイレの整備

避難所としての防災機能強化

年間で消費する建築物のエネルギー量を
⼤幅に削減するとともに創エネでエネルギー
収⽀「ゼロ」を⽬指した建築物

出典︓環境省ホームページ

⾼断熱化、LED照明、
⾼効率空調など

太陽光
発電など

ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）

学びの多様化学校や夜間中学として⼩中学校等を設置する⾃治体に
対する施設整備に係る⽀援の拡充
（廃校や余裕教室等の既存施設を改修して活⽤する場合における

新しい⽀援メニューの創設︓補助率１/２、令和９年度まで）

物価変動の反映や標準仕様の⾒直し等による増
対前年度⽐＋10.3％

⼩中学校校舎（鉄筋コンクリート造）の場合
R5:268,300円/㎡ ⇒ R6:296,000円/㎡

具体的な⽀援策

制
度
改
正

単
価
改
定

新しい時代の
学校施設

脱炭素化

３
国⼟強靱化

２

1

公⽴学校施設
の整備

（担当︓⼤⾂官房⽂教施設企画・防災部施設助成課）

令和5年度補正予算額 1,558億円
（令和4年度第2次補正予算額 1,204億円）

683億円令和6年度予算額（案）
）687億円（前年度予算額
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私⽴学校施設・設備の整備の推進の概要
令和6年度予算額（案） 93億円
(前年度予算額 90億円)
[令和５年度補正予算額 109億円]

１．耐震化等の促進 40億円（40億円）[45億円]
○私⽴学校施設の耐震化完了に向けた校舎等の耐震改築（建替え）事業及び耐震補強事業や、⾮構造部材の落下防⽌対策等の防災機能強化を重点的に⽀援、

耐震診断費のみに係る補助については令和7年度まで延⻑
＜補助率︓⼤学1/2以内、⾼校等1/3以内等＞

※このほか⽇本私⽴学校振興・共済事業団による耐震化融資を実施

・ 耐震改築（建替え）事業 20億円
・ 耐震補強事業 13億円
・ その他耐震対策事業 7億円

３．私⽴⼤学等教育研究装置・設備 23億円（29億円）[4億円]

２．私⽴学校施設環境改善整備 10億円（8億円）[54億円]
○熱中症対策として教室や体育館等へのエアコン設置やバリアフリー対策等、安全・安⼼な⽣活空間の確保に必要な基盤的設備等

の整備を⽀援＜補助率︓⼤学1/2以内、⾼校等1/3以内＞

○私⽴⼤学等の個性・特⾊を⽣かした教育研究の基盤や、社会的ニーズ及び分野横断領域に対応した⼈材育成に必要となる装置・設備の整備を⽀援
・ 私⽴⼤学等の教育・研究⽤の装置（分析透過電⼦顕微鏡システム等）の整備、

ICT施設の改造⼯事等を⽀援 ＜補助率︓1/2以内＞

【⾼分解能⾛査電⼦顕微鏡装置】
ナノレベルの微⼩領域における物質構造の観察等を通じ、⾼度な分析
技術を授業等で習得することが可能。

・ 私⽴⼤学等の教育・研究⽤の設備（学⽣等がデジタル技術を活⽤した⾼度な教育を
享受するために必要なシステム等を含む）の整備を⽀援

＜補助率︓教育基盤設備1/2以内、研究設備2/3以内＞

【ＤＮＡシーケンサー】
サンガ̶法によりＤＮＡの塩基配列を解明。遺伝病や感染症の診断・治療法の
開発および地域⽣態系の解析・資源利⽤に⼤きく寄与。

○個別最適な学びを⽬指し、私⽴⾼等学校等におけるICT環境の整備を⽀援 ＜補助率︓端末整備2/3以内、ICT教育設備整備1/2以内＞

・ 熱中症対策としてエアコン設置、バリアフリー化、アスベスト対策及び防犯対策による安全・安⼼な⽣活空間の確保のための整備を⽀援
・ 教育研究の質の向上に資する施設の⾼機能化（校内LANの整備など）やエコ改修（LED照明）などの整備を⽀援

児童⽣徒等の学習の場であり、災害時には地域住⺠の避難場所となる私⽴学校施設の耐震
化の早期完了や熱中症対策などにより安全・安⼼な⽣活空間を確保する。また、私⽴学校の
教育研究基盤を整備することにより、新しい学校教育の着実な実践を推進するとともに、⽇本の
成⻑の鍵を握る⼈材育成機能を充実・強化し、地域の経済活動の活性化を誘発する。

⽬的・⽬標
今後発⽣が懸念されている南海トラフ地震等の⼤規模
地震や今般の熱中症による事故等に対応するため、児
童⽣徒等が１⽇の⼤半を過ごす私⽴学校の施設・設備
の環境整備について、早急に取り組む必要がある。

背景説明

４．私⽴⾼等学校等ICT教育設備 21億円（14億円）[6億円]

【空調整備】
空調の整備による
熱中症対策 【エコ改修】

照明のLED化
による省エネ
対策の推進

【現状】
・ 構造体の耐震化率 （⼩〜⾼）︓93.3% （⼤学等）︓95.6%
・ 屋内運動場の吊り天井等の落下防⽌対策実施率 （⼩〜⾼）︓81.3% （⼤学等）︓66.7%
・ 吊り天井等以外の⾮構造部材の耐震対策実施率 （⼩〜⾼）︓39.9% （⼤学等）︓20.6%

※[ ]は令和５年度補正予算額。なお、単位未満四捨五⼊のため、計が⼀致しない場合がある。

「国⼟強靱化年次計画２０２２」（令和４年６⽉２１⽇国⼟強靱化推進本部決定）
構造体の耐震化、⾮構造部材の耐震対策等について、令和10年度までに完了。国公⽴に⽐べ
耐震化（特に⾮構造部材の耐震対策）が遅れており、耐震化の早期完了は喫緊の課題。
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令和6年能登半島地震について

5



(出典︓第21回社会資本整備審議会 道路分科会 道路技術⼩委員会（令和６年2⽉21⽇）)
6



(出典︓第３回復旧・復興⽀援本部会議資料（令和６年３⽉１⽇）)
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能登半島地震における公⽴学校施設における被害状況

⽯川県,新潟県,富⼭県,福井県など約880校に被害
（⼀時休校となった⽯川県においても、オンライン学習等を活⽤してすべての学校で始業済み）

主な被害︓がけ崩れ、敷地内地⾯⻲裂、校舎壁の落下、ガラス破損 等

これまでの学校耐震化の推進により、倒壊被害は⽣じなかったが、
引き続き、⾮構造部材の耐震化や⽼朽化対策、防災機能強化が必要

校舎前地盤が崩れ、地中杭が露出 外壁の落下 天井、内壁の落下

避難所として活⽤される学校体育
館
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学校施設の早期復旧に向けた⽀援

災害復旧制度における柔軟な対応（補助対象の拡充、申請⼿続きの簡素化等）
令和６年能登半島地震が激甚災害に指定されたことに伴い、学校施設等の復旧に係る経費の国庫補助率の嵩上げ※１

を⾏うとともに、国庫補助の対象を拡充※２。また、申請に必要となる被害写真や、詳細な図⾯等の提出も省略可能とした。
※１ 国庫補助率の嵩上げ︓通常 2/3 補助 →⾃治体の財政⼒に応じて嵩上げ （公⽴学校の場合）

※２ 補助対象の拡充︓仮設寄宿舎や暖房設備、仮設トイレ等の整備、他施設を間借りする場合の借上料に加え、以下を補助対象に追加

市町とのホットラインとなる相談窓⼝の設置
災害復旧制度の⼿続き⾯の相談や、被災施設の仮使⽤のための応急措置や仮設校舎の建設、校舎の復旧⽅法など、
応急処置から本格的な復旧までの各フェーズに係る技術的な相談を受け付ける窓⼝を設置。

⽂部科学省職員や建築構造の専⾨家による技術的⽀援
応急危険度判定︓被災した学校施設等の早期復旧に向け、⽂部科学省から⽯川県へ調査団を派遣し、

当⾯の使⽤の可否（危険度）を判定する応急危険度判定を実施済。
珠洲市、輪島市、⽳⽔町、能登町、七尾市の公⽴学校 58 校を調査。

うち、構造体（柱、梁等）の損傷や⼟砂崩れの影響等により危険と判定された校舎・体育館を有する学校︓13 校

被災度区分判定︓応急危険度判定の結果等を踏まえ、建物の構造体に⼤きな被害があった施設について、
専⾨家により建物の建替えが必要か否かの判定を⾏う被災度区分判定を⽇本建築学会
に委託。3⽉15⽇に現地調査完了。

調査施設数︓89 施設（学校58 校、社会教育施設 31 施設）

−奥能登の学校で新たに配置される教職員が道路等の被災により通勤困難な場合の仮宿泊室の整備
−地域全体で排⽔施設の復旧⾒通しが⽴たない場合の給⾷調理場等の仮設浄化槽の設置
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その他
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取組状況
CO-SHA Platform 〜学校施設整備・活⽤のための共創プラットフォーム〜

未来の学校施設づくりを⽀援するプラットフォーム「CO-SHA Platform（コーシャプ
ラットフォーム）」を令和４年11⽉に開設。主に⼩中学校の学校施設の整備や活⽤を進め
るためのオンライン/オフラインでの共創・共有の場として、以下の取組を実施している。

CO-SHA Platform 〜 co-creation(共創) , sharing ideas (共有) ~

新たな学校施設づくり
のアイデア集

Ⅰ

「対話型設計」「柔軟な学習空間」「長寿命
化改修」「地域との連携」等、学校づくりの
ための効果的な取組事例として33事例を
掲載

学校施設の整備・活⽤事例を
使いやすいコンテンツとして掲載します

Ⅲ

「地域や社会との共創を生み出す学校建築」、
「自由で主体的な学びを創発する学習空間」
等をテーマとして、オンラインイベントやワー
クショップを開催

▸令和4年度：3件
▸令和5年度：3件

イベント＆コミュニティづくり
ワークショップの開催や

オンライン形式のイベントを⾏います

プロジェクト⽀援

課題をかかえている学校等を対象にプロ
ジェクトに取り組む主体を公募したうえ
で支援（アドバイザーによる定期的なメ
ンタリングによる伴走支援 等）

▸令和5年度：3件実施

新しい空間づくりに取り組むプロジェクト
を募集して⽀援します

Ⅳ

アドバイザーへの相談窓⼝

学校づくりに関する個別の相談に対して、
アドバイザーからの助言や現地への派遣を
実施

▸令和4年度： 6件
▸令和5年度：15件

学校建築アドバイザーによる助⾔や
派遣を⾏う相談窓⼝を設置します

Ⅱ
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学校施設における木材利用（公立学校施設における木材利用状況（令和４年度））

0 5,000 10,000 15,000 20,000

⾮⽊造

⽊造

１．令和４年度に新しく建築された学校施設の状況
令和４年度に新しく建築された全ての学校施設676棟のうち、477棟（70.6％）が⽊材を使⽤。

２．令和４年度に整備された学校施設の⽊材使⽤量
令和４年度に新しく建築された学校施設及び改修を⾏った学校施設では、29,815㎥の⽊材を使⽤。

うち、10,263㎥（34.4％）が⽊造施設で、19,552㎥（65.6％）が⾮⽊造施設の内装⽊質化
等において使⽤された。

⽊材使⽤量 うち国産材使⽤量

79.2％8,131㎥10,263㎥⽊ 造

45.6％8,923㎥19,552㎥⾮ ⽊ 造

57.2％17,054㎥29,815㎥合 計

■国産材
■その他

⽊材使⽤量

合計︓19,552㎥

合計︓10,263㎥

8,131㎥

8,923㎥

新しく建築された学校施設

－①14.8％100棟⽊ 造

－②85.2％576棟⾮ ⽊ 造

－③55.8％377棟うち内装⽊質化

①+③70.6％477棟⽊材を使⽤

100.0％676棟全 事 業

［参考］全学校施設数のうち⽊造施設数
（令和４年５⽉１⽇時点）「公⽴学校施設実態調査」より

全 施 設 数※ 363,860棟
うち⽊造施設数 31,365棟（8.6％）

※ 公⽴の幼稚園、⼩学校、中学校、義務教育学校、
⾼等学校、中等教育学校、特別⽀援学校

▼調査結果全体版はこちら

令和6年（2024年）1⽉公表
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学校施設のZEB化の手引き（概要）

学校施設のZEB化については参考となる先⾏事例が少なく、その⼿法についての情報が⼗分にあるとはいえません。このため、ZEB化
を達成した学校施設の事例について、そのコストや⼯夫などの取組内容を紹介することで、ZEB化を検討する⾜掛かりにしていただくこと
を⽬的として令和６年３⽉、⼿引きを作成しました。

Nearly ZEB新築１．栃⽊県那須塩原市⽴箒根学園

３⼩１中を統合した義務教育学校をNearly ZEBで整備

ZEB Ready新築２．千葉県袖ケ浦市⽴蔵波⼩学校

校舎増築棟をZEB Readyで整備

Nearly ZEB改修３．国⽴⼤学法⼈東北⼤学
北⻘葉⼭厚⽣会館・図書館

⻑寿命化とNearly ZEBを低コストで同時に実現

Nearly ZEB改修４．⼭形県上⼭市⽴南⼩学校

校舎・体育館を改修し⼀体でNearly ZEBを達成

『ZEB』改修５．栃⽊県那須塩原市⽴槻沢⼩学校

⻑寿命化改修でZEBを実現

ほうきね

くらなみ

かみのやま

つきのきざわ

掲載事例 事例の構成

１．施設データ
建物の基本情報、⼯事概要

２．建物仕様
当該建物の仕様のうちZEB化にかかるもの

３．キープラン
対象建物

４．コスト
ZEB関連⼯事に係る経費

５．導⼊設備
特に⼯夫されている設備

６．⼀次エネルギー消費量
（MJ/延床㎡年）計算結果

省エネ法に基づく計算結果

７．ZEB評価
省エネ率、創エネ率によるZEBの評価

以降、事例に応じて
コスト・⼯期短縮の⼯夫
経緯・きっかけ、課題、メリット

主な項⽬

▼本⽂はこちら
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